
 

 

COVID-19 の影響から日常を取り戻しつつある中、先日 IDEMA JAPAN 主催の「エナジーアシスト

磁気記録の動向」をテーマにした興味深いシンポジウムが行われました。 

その様子を皆さんにお伝えしたいと思います。 

 

このシンポジウムは、Zoomでのオンライン配信と F2Fのハイブリッド形式で開催されました。 

TKP新橋カンファレンスセンターの会場には、約 70名の方々が足を運び、また Zoomを通じて海外

からも含め 250名以上の方にご参加いただきました。 

シンポジウムでは、エネルギーアシスト記録という最先端の磁気記録技術を巡り、国内外の専門家た

ちが彼らの知識と視点を参加者と共有しました。 

 

＜会場の様子＞                  ＜高野会長の開催挨拶＞ 

東芝デバイス＆ストレージ株式会社の竹尾昭彦氏、TDK Headway Technologies Inc.の Moris Dovek

氏、レゾナック・エレクトロニクスの橋本篤志氏、ウエスタンデジタルテクノロジーズ合同会社の池

田政臣氏、HOYA 株式会社の深田順平氏、そして物質・材料研究機構（NIMS）の高橋有紀子氏と業

界及び学術界のエキスパートの方々にご講演をいただきました。 

 

講師の皆さんの深い知識と研究結果は、エネルギーアシスト記録の現状と未来を鮮やかに描き出しま

した。 

また会場からの活発な質疑応答が飛び交い、全てのセッションにおいて将来の可能性にかける情熱が

感じられました。 

このシンポジウムが、物理的な会場とオンラインを組み合わせるハイブリッド方式で行われたことで、

より多くの人々に参加していただくことができ、広範囲に及ぶ専門知識が共有されました。 

 

東芝デバイス＆ストレージ株式会社）竹尾氏のエネルギーアシスト記録方式適用ニアライン向けハー

ドディスクドライブ開発に関するセッションは、今後の開発動向に対して新たな視点を提供してくれ

ました。 

また、TDK Headway Technologies Inc.）Moris Dovek氏が共有した Assisted Recording for Advancing 

Recording Densities: MAMR and HAMR と、レゾナック・エレクトロニクス）橋本氏が紹介したエ 

ネルギーアシスト用メディアの開発方針についての講演内容は、これからの磁気記録の未来を切り開 



くための貴重な情報でした。 

＜東芝デバイス＆ストレージ 竹尾昭彦氏＞     ＜レゾナック・エレクトロニクス 橋本篤志氏＞ 

ウエスタンデジタルテクノロジーズ）池田氏によるデータ・ ストレージと記録密度の展望 - エナジ

ーアシスト記録の役割は、SMR 記録やエナジーアシスト記録がハードディスクドライブの大容量化

にどのように貢献できるかを示し参加者に多大なる刺激を与えました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ウエスタンデジタルテクノロジーズ 池田政臣氏＞ 

HOYA）深田氏が詳述した大容量 HDD 向けガラス基板や、物質・材料研究機構（NIMS））高橋氏の

FePt熱アシスト磁気記録媒体の開発と展望というテーマも、エネルギーアシスト磁気記録の未来を理

解する上で欠かせない情報となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ＜HOYA株式会社 深田順平氏＞       ＜物質・材料研究機構（NIMS） 高橋有紀子氏＞ 

 



すべてのセッションが終了した後も、参加者からの質問が次々と寄せられ、活発な議論が交わされま

した。その一つ一つが、エネルギーアシスト磁気記録というテーマを更に深く理解するための一歩と

なりました。 

このシンポジウムは、エネルギーアシスト磁気記録というテーマを深く、かつ広く掘り下げる絶好の

機会となりました。 

そして最も重要なことは、それが多くの専門家とこの技術を興味深く学びたいと思うすべての人々を

つなげる場となったことです。 

 

今回は、IDEMA JAPAN会員の代表者様をご招待し懇親会を開催いたしました。 

東京大学 / 大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構）喜連川優氏と、講師の方や新会員企業

の方にご挨拶をいただき久しぶりに開催できました懇親会は賑やかな時間となりました。 

 

初めてのハイブリッド開催で、ご迷惑をおかけした部分もございましたが無事に開催することができ

ました。 

ご参加くださいまして誠にありがとうございました。 

次回のシンポジウムでも、皆様とお会いできることを楽しみにしております。 

 

 

 

 

 



■2023年 6月 23日（金）電波新聞に、掲載されました。 


